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The Consideration on the Entire Structure of the After-school Care Organization and System in J apan (rr) 
-the problems of the After-school Care Organization as Viewed from Educational Organization and System Theory-
秋川陽一*1
要約:本稿は，筆者の前稿「学童保育制度の全体構造に関する考察(l)~教育制度論の視点からの学童保育














































































































































































































































































































































































































































































































































































修テキストJかもがわ出版， 2017. 10， p.20所収)
(4)代田盛一郎「放課後児童クラブ運営指針をどう見るか」
(一般社団法人日本学童保育士協会編・発行『学童保















































祉法人 14.l%， NPO法人 5.7%，運営員会-保護者会
15.6%，その他9.4%)，I民設民営」が 18.2% (内訳
社会福祉法人 5.9%，NPO法人 2.7%，運営員会・保
護者会5.9%，その他3.7%)となっている. I公設公営」
の場合，行政機関の担当部署が「設置主体の責任者J
ということになり，放課後児童クラブ内の「職員組織J
は，公立の幼稚園・保育所・小学校等と同様に，組織
としての一定の意思決定ができる組織となっていると
考えられる. しかし公設民営だと「設置主体の責任
者Jは自治体(具体的には行政機関の担当部署)だが，
「運営主体」が社会福祉法人.NPO法人・運営委員会
となり，これらの運営主体が， I職員会議Jとは別に
一定の「審議-意思決定を行う機関Jを持つことにな
ろう.また，民設民営だと，管理・運営組織のあり方
は，当該放課後児童クラブごとに異なり，多様な形が
想定できると思われる
(9)筆者の見聞でしかないが，中学生・高校生になってか
ら，放課後や長期休業時に先輩という立場で，自分の
通った放課後児童クラブを訪れるケースが多いと聞
く.それは，放課後児童クラブが小学生時代の居場所
になっており， まさにホームカミングしているという
ことであろう.このようなケースを踏まえると，例え
ば小学校高学年の「児童Jになれば， I利用者」の立
場としてではなく， IボランティアJI先輩Jとして放
課後児童クラブに参加できる可能性があるのではない
かと考えられる
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